
会　計　名 22年度当初 21年度当初 比較 伸び率(％)

一　　　　　般 23,815,519 24,944,812 △1,129,293 △4.5

国民健康保

介護保険

事 業

直営診療施設

保 険 事 業

介護サービス事業

老 人 保 健  

後 期 高 齢 者 医 療

土 地 取 得  

公 設 地 方 卸 売 市 場  

工 業 団 地 造 成 事 業  

佐勢ノ宮住宅団地造成事業 

安 達 簡 易 水 道 事 業  

岩 代 簡 易 水 道 事 業  

東 和 簡 易 水 道 事 業  

安 達 下 水 道 事 業  

岩 代 下 水 道 事 業  

茂 原 財 産 区  

田 沢 財 産 区  

石 平 財 産 区  

針 道 財 産 区  

　 計 　  

6,223,458

117,541

2,508

497,043

4,152,859

19,421

352,174

7,366

24,748

51,744

30,191

151,350

246,022

288,738

69,111

1,695

283

3,295

120

36,055,186

5,833,358

141,851

6,159

521,564

4,066,748

20,062

14,639

7,937

36,244

52,582

26,448

114,306

424,524

262,775

118,240

1,362

345

3,576

130

36,597,662

390,100

△24,310

△3,651

△24,521

86,111

△641

337,535

△571

△11,496

△838

3,743

37,044

△178,502

25,963

△49,129

333

△62

△281

△10

△542,476

6.7

△17.1

△59.3

△4.7

2.1

△3.2

2305.7

△7.2

△31.7

△1.6

14.2

32.4

△42.0

9.9

△41.6

24.4

△18.0

△7.9

△7.7

△1.5

会　計　名

工業団地造成事業
宅 地 造 成 事 業
水 道 事 業
下 水 道 事 業
　 計 　

２２年度当初 ２１年度当初   

収入 支出 収入 支出 収入 支出 収入 支出
348,136 348,133 0 0 473,765 455,590 0 0

1  0 0 0 1 0 0 0
914,199 839,569 249,435 575,653 941,212 880,163 183,984 511,364
635,228 629,093 297,824 523,589 627,115 620,672 327,967 539,467

1,897,564 1,816,795 547,259 1,099,242 2,042,093 1,956,425 511,951 1,050,831

収益的 資本的 収益的 資本的 

◇ 平成２２年度　当初予算

◇ 企業会計

会　計　名

工業団地造成事業
宅 地 造 成 事 業
水 道 事 業
下 水 道 事 業
　 計 　

比　　　　　較 伸　び　率　(％)

収入 支出 収入 支出 収入 支出 収入 支出
△125,629 △107,457 0 0 △26.5 △23.6 0.0 0.0

0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0
△27,013 △40,594 65,451  64,289 △2.9 △4.6 35.6 12.6

8,113 8,421 △30,143 △15,878 1.3 1.4 △9.2 △2.9
△144,529 △139,630  35,308 48,411 △7.1 △7.1 6.9 4.6

収益的 資本的 収益的 資本的 

一般会計

238億1,551万9千円を可決
3 月 定 例 会

 平成22年３月定例会は、３月２日
から23日までの22日間を会期とし
て開催されました。
　本定例会の議案は、平成22年度
一般会計予算など市長提出議案48
件、議員提出議案の意見書３件が、
慎重に審議され、原案の通り可決
されました。
　平成22年度予算は、東和小学校
や岩代文化体育施設整備事業、二
本松駅前広場整備事業などの大型
プロジェクトがほぼ終了したので、
前年度比4.5％減となっています。
　また、子ども手当の創設、福祉
・医療・介護関係経費の増大、小
・中学校の耐震化が前倒しで実施
される予算です。
　地域に根ざした事業としては、
コミュニティバス運行や生活路線
バスの運行確保対策事業が盛り込
まれ、今年は、市議選、参議院選、
知事選が行われるため予算の計上
がなされています。
　地域における行政事務の円滑な
推進として自治振興費の予算も盛
り込まれ、消防費では、地域の安
全安心を確保するための消防施設
等の充実を図る予算もとられてい
ます。
　なお、今定例会における一般質
問には16名の議員が登壇し市政全
般について質問をいたしました。
　また、二本松市人権擁護委員の
齋藤允さんと佐藤新一さんが任期
満了になることに伴い、引き続き
両氏を選任することに同意しまし
た。

13一般質問

斎 藤 広 二

○下水道問題について

○子ども手当てについて

①あだたら流域下水道の平成28年

度県から市への移管（合併特例

法で10年間は県が管理）につい

ての市負担額と、県に対してどの

ような対応をするのか。

②市単独公共下水道の見直しは。

財源として所得税、住民税の年少扶

養控除の廃止（0歳～15歳）、特定

扶養控除（16歳～18歳）の縮小に

係る影響と、なんらかの手当てがな

い場合の他の制度への影響につい

て

①移管による市の負担額は、9億

2,800万円。平成28年度から県の

肩代わり償還額8千万円。移管は

相当の財政負担となり、県の継続

管理をもとめながら、財政負担が

生じないよう協議したい。

②建設事業費累計は133億円、全

体の77％（平成20年度末）新たな

区域の事業については、財政状況

を見極め再検討したい。

概算で年少扶養控除8500人、特定

扶養控除1900人。保育料値上げな

ど29項目に影響がある。

●１

●2

●１

●2

東和地区、岩代地区の人口減少率

は10年間で20％となっている。支所

機能、住民センターの改革は人口減

少を助長するのでは。

阿武隈川増水時の樋門閉鎖時の内

水対策はどこが担うのか。緊急対策と

して消防ポンプの活用はできないか。

教育委員長の委員会運営について

（阿武隈川　安達ヶ原地内樋門）

長期総合計画に掲げる基本構想や

基本計画に基づき、各種方策を確実

に推進させる、また庁内検討委員会

を設置し、人口増加対策に取り組む、

住民センターの改革は推進する。

内水対策は市町村の事務であること

からポンプ設置を検討する。また消

防ポンプの活用についても検討した

い。

教育委員会は、教育の政治からの独

立を目指したものであり、自主性を

大切に運営したい。

●１

●2

●3

●１

●2

●3

問 答

問 答斎 藤 賢 一
[政策ネットワーク二本松]

○人口減少の偏重是正の具体的

　対策は。

○阿武隈川の増水時の内水対策

　は。

[日本共産党二本松市議団]

☆核兵器の廃絶と恒久平和を求める意見書

　（衆議院・参議院議長・内閣総理大臣・外務大臣）

☆永住外国人の地方参政権付与の法制化に反対する意見書

　（衆議院・参議院議長・内閣総理大臣・総務大臣・法務大臣・外務大臣）

☆選択的夫婦別姓制度を導入する民法改正案に反対する意見書

　（衆議院・参議院議長・内閣総理大臣・男女共同参画担当大臣・法務大臣）

　会議録は本会議での一般質問等を、そのまま記録した
もので、広く市民に会議の内容を明らかにすることを目
的に作成されています。
　ホームページで公開していますのでお気軽にご覧くだ
さい。

アドレス
http://www.city.nihonmatsu.lg.jp/gikai/kaigiroku/
kaigiroku-top.html

議会の動き（１月～３月）

１. １３
１５
２１

２. 　４
１０
１２
〃

１６
１９
〃

２６
〃

３. 　２
〃
〃

１５
２３
〃

２９

行財政改革調査特別委員会
市議会だより編集委員会
議員協議会
宮崎県宮崎市議会会派「公明党」行政視察受入れ
議会運営委員会
会派代表者会議
平成２２年第１回（２月）臨時市議会
まちづくり調査特別委員会
議員協議会
会派代表者会議
議会運営委員会
市議会だより編集委員会
平成２２年第２回（３月）定例市議会開会
議会運営委員会
議員協議会
議会運営委員会
平成２２年第２回（３月）定例市議会閉会
議員協議会
市議会だより編集委員会

可決された意見書

（単位：千円）

（単位：千円）

２ 定例会概要

会 議 録会 議 録会 議 録



　２月臨時会が２月12日開催されました。提出された議案１件は、地域活性化・きめ細かな臨時交付金

事業の一般会計補正予算３億３千７３６万円です。主な事業は以下のとおりです。

　　　　　道路橋、照明、側溝、林道整備事業　　　　　　　１億９，００７万円　

　　　　　文化センター管理運営経費　　　　　　　　　　　　　２，３１４万円　

　　　　　本庁舎管理経費(外部丸柱・パネル修繕)　　　　　　　　　９００万円

　　　　　市内地域住民センター修繕費　　　　　　　　　　　　　　７０７万円

　　　　　観光立市景観・施設保全事業　　　　　　　　　　　　２，７５０万円

　　　　　市内地域体育施設・図書館管理運営経費　　　　　　　２，６８６万円

　　　　　市内地域給食センター修繕経費　　　　　　　　　　　４，５５０万円　

　　　　　保健センター・保育所修繕　　　　　　　　　　　　　　　１９０万円

○　市長提出議案
●　議員提出議案

３定例会概要・臨時会概要

平成22年第１回２月臨時会

上程議案
○　二本松市道路附属物駐車場

条例制定について

○　二本松市岩代総合文化ホー

ル条例制定について

○　二本松市職員の定年等に関

する条例の一部を改正する条

例制定について

○　二本松市職員の勤務時間、

休暇等に関する条例及び二本

松市職員の給与に関する条例

の一部を改正する条例制定に

ついて

○　二本松市行政財産使用料条

例の一部を改正する条例制定

について

○　二本松市小学生医療費の助

成に関する条例の一部を改正

する条例制定について

○　二本松市重度心身障がい者

医療費の給付に関する条例の

一部を改正する条例制定につ

いて

○　二本松市公設地方卸売市場

条例の一部を改正する条例制

定について

○　二本松市奨学資金給与条例

を廃止する条例制定について

○　二本松市道の駅「安達」智恵

子の里の指定管理者の指定に

ついて

○　二本松市和紙伝承館の指定

管理者の指定について

○　二本松市名目津温泉の指定

管理者の指定について

○　市道路線の認定及び廃止に

ついて

○　平成21年度二本松市一般会

計補正予算

○　平成21年度二本松市国民健

康保険特別会計補正予算

○　平成21年度二本松市後期高

齢者医療特別会計補正予算

○　平成21年度二本松市介護保

険特別会計補正予算

○　平成21年度二本松市土地取

得特別会計補正予算

○　平成21年度二本松市工業団

地造成事業特別会計補正予算

○　平成21年度二本松市安達簡

易水道事業特別会計補正予算

○　平成21年度二本松市岩代簡

易水道事業特別会計補正予算

○　平成21年度二本松市東和簡

易水道事業特別会計補正予算

○　平成21年度二本松市安達下

水道事業特別会計補正予算

○　平成21年度二本松市岩代下

水道事業特別会計補正予算

○　平成21年度二本松市水道事

業会計補正予算

○　平成21年度二本松市下水道

事業会計補正予算

○　平成22年度二本松市一般会

計予算

○　平成22年度二本松市国民健

康保険特別会計予算

○　平成22年度二本松市老人保

健特別会計予算

○　平成22年度二本松市後期高

齢者医療特別会計予算

○　平成22年度二本松市介護保

険特別会計予算

○　平成22年度二本松市土地取

得特別会計予算

○　平成22年度二本松市公設地

方卸売市場特別会計予算

○　平成22年度二本松市工業団

地造成事業特別会計予算

○　平成22年度二本松市佐勢ノ

宮住宅団地造成事業特別会計

予算

○　平成22年度二本松市安達簡

易水道事業特別会計予算

○　平成22年度二本松市岩代簡

易水道事業特別会計予算

○　平成22年度二本松市東和簡

易水道事業特別会計予算

○　平成22年度二本松市安達下

水道事業特別会計予算

○　平成22年度二本松市岩代下

水道事業特別会計予算

○　平成22年度二本松市茂原財

産区特別会計予算

○　平成22年度二本松市田沢財

産区特別会計予算

○　平成22年度二本松市石平財

産区特別会計予算

○　平成22年度二本松市針道財

産区特別会計予算

○　平成22年度二本松市工業団

地造成事業会計予算

○　平成22年度二本松市宅地造

成事業会計予算

○　平成22年度二本松市水道事

業会計予算

○　平成22年度二本松市下水道

事業会計予算

●　核兵器の廃絶と恒久平和を

求める意見書の提出について

●　永住外国人の地方参政権付

与の法制化に反対する意見書

の提出について

●　選択的夫婦別姓制度を導入

する民法改正案に反対する意

見書の提出について

12 一般質問

中 沢 武 夫
　

○平成22年度建設部の主要施策

　について

○平成22年度一般会計予算につ

　いて　

平成22年度主要施策の概要で、建

設部の事業が6億7,908万74円と、

大きく減少した原因は何か。

平成22年度予算で、国は4.2パーセ

ント増、県は3.1パーセント増となった

のに対して、市は4.5パーセントも減

少したのか。その原因は何か。

大型プロジェクト事業が完成したこと。

道路の一時改良を終えたこと。公園

等の整備を終えたこと。後年度事業

を前倒し実施したこと。国庫補助事

業の配分が減額されたこと等、市の

財政状況を改善するためである。

東和小学校・川崎小学校の各学校

建設事業や岩代文化体育施設整備

事業、二本松駅前広場整備事業な

どの大型プロジェクト事業がほぼ終了

したことが大きな要因であると考えて

いる。

●１

●2

●１

●2

行政組織の見直しで、新年度から支

所体制の縮小や住民センターの職員

配置も変わり、これで市民への行政サ

ービスに応えられるのか。

岩代地域は10月運行予定だが、新

殿・旭の住民から市の進め方に対す

る不満、心配の声が出ておりコンセ

ンサスが得られているとは思えない。

以下伺います。

①岩代地区のスクールバスはそのま

ま継続すべきと考えるが。

②スクールバス廃止について教育委

員会はどこまで議論したか。

支所は縮小になるが業務実施に必要

な人数は確保する。住民センター・公

民館の重要性は認識している。今後

も従来どおりのサービスを提供してい

く。

①コミュニティバスのスクールバス的

な利用についても十分対応できる

ものと考えている。

②教育委員会としては、子どもの通

学が支障なくできれば、スクールバ

スに限らず路線バス、コミュニティ

バスでも良いと考えている。

●１

●2

●１

●2

問 答

問 答菅 野 　 明
[日本共産党二本松市議団]

[無　所　属]

○支所機能の充実について

○コミュニティバス等の運行に

　ついて

①介護予防事業は、費用対効果が

明白でないと「事業仕分け」の対

象になりましたが本市への影響は。

②社会福祉法人による利用者負担

軽減制度の合併後の利用状況は。

就学援助制度は「義務教育は無償」

とした憲法26条などの関係法に基

づいて、小中学生のいる家庭に学用

品や入学準備金、給食費、医療費な

どを補助する制度。小中学生のいる

家庭では誰でも申請できる就学援助

制度を積極的に保護者に知らせる

仕組みはできないか。

①予算要求縮減の判断が示された

が、国から予算配分減額の通知は

なく本市の影響はない。

②平成17年度は3施設で利用者が

35人、平成18年度は8施設で143

人、平成19年度は9施設で151人、

平成20年度は10施設で155人で

す。

この度、保護者向けに「就学援助制

度」のチラシを作成し、学校を通じて

新入学オリエンテーション等の機会

に配布している。今後も制度の周知

を図り、進めたい。

●１

●2

●１

●2

問 答平 　 敏 子
[日本共産党二本松市議団]

○介護保険予防事業について

○教育の充実について


